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実質公債費比率 （％） 12.2
元利償還金の額（繰上償還額等を除く）(1) 12,946,071 12,627,471 12,442,307

将来負担比率 （％） 88.3
積立不足額を考慮して算定した額(2) 0 0 0

満期一括地方債の一年当たりの元金償還額に相当するもの（年度割相当額）
等(3) 0 0 0

公営企業債の財源に充てたと認められる繰出金(4) 4,458,818 4,397,860 4,289,130
一部事務組合等の起こした地方債の償還に充てたと認められる補助金又は負
担金(5) 0 0 0

3,687,562 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの(6) 691,690 667,594 639,756
66,768,153 一時借入金の利子(7) 0 203 90

- 特定財源の額(8) 1,867,552 1,769,854 1,890,726
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(9) 2,281,101 2,086,590 2,029,759
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費（準元利償還金に係るもの）(10) 2,175,528 2,262,488 2,314,864

資金不足比率 災害復旧費等に係る基準財政需要額(11) 4,077,087 4,520,757 4,669,247
決算額 災害復旧費等に係る基準財政需要額（準元利償還金に係るもの）(12) 77,180 107,410 106,026

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金(13) 39,042 41,528 41,739

（単位:千円、％）

密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方債の元利
償還額を基礎として算入されたものに限る）(14) 71,123 76,740 82,406

3,684,474 小計 （（（１）～（７））－（（８）～（１４））） （A) 7,507,966 6,827,761 6,236,516
0 標準税収入額等(15) 47,242,169 45,132,196 41,583,924

3,088 普通交付税額(16) 13,868,787 15,615,031 17,529,912
臨時財政対策債発行可能額(17) 2,705,614 4,199,172 7,654,317
小計 （（（１５）～（１７））－（（９）～（１４））） （B) 55,095,509 55,850,886 57,524,112

13.62 12.22 10.84

277,735 － 将来負担額（単位:千円、％）

6,104,659 － (N-1)年度末一般会計等の地方債現在高(1) 96,553,517 (2)の内訳 将来負担額（単位:千円）

127,087 － 債務負担行為に基づく支出予定額(2) 3,001,291 国営土地改良事業 820,801
43,368 － 一般会計以外の会計の地方債の元金償還に対する一般会計等負担見込額(3) 72,001,460 依頼土地の買い戻し 1,139,106

組合等の地方債の元金償還に対する当該団体の負担見込額(4) 0 その他 1,041,384
1,265 － 退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見込額(5) 25,342,729
614 － 設立法人の債務等に対する一般会計等負担見込額(6) 2,274,685 (3)の内訳 将来負担額（単位:千円）

13,408 － 連結実質赤字額(7) 0 水道事業会計 830,438
274 － 組合等の連結実質赤字相当額のうち当該団体の一般会計等の負担見込額(8) 0 簡易水道事業特別会計 2,445,267

(N-1)年度末の充当可能基金現在高(9) 22,933,511 下水道事業特別会計 64,330,899
12,551 特定の歳入見込額(10) 13,962,233 農業集落排水事業特別会計 4,394,856
171,252 （(10)のうち都市計画税額） (12,973,677)
48,694 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額(11) 111,441,195 (6)の内訳 将来負担額（単位:千円）

0 小計 （将来負担額－（（９）～（１１））） （A) 50,836,743 土地開発公社 2,207,381
110,197 標準財政規模(12) 66,768,153 第三セクター等 67,304

災害復旧費等に係る基準財政需要額(13) 4,669,247
(13)の準元利償還金に係るもの(14) 106,026
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(15) 2,029,759
(15)の準元利償還金に係るもの(16) 2,314,864

10,598,666 密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金(17) 41,739

66,768,153
密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方債
の元利償還額を基礎として算入されたものに限る）(18)

82,406

- 小計 （標準財政規模(12)－算入公債費等（１３）～（１８） （B) 57,524,112

88.3
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農業集落排水事業特別会計
下水道事業特別会計

※将来負担見込がない場合は、比率を「－」としてい
る。

※黒字の場合は、比率を「－」としている。 将来負担比率 （A) ／ （B） × １００
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土地区画整理事業特別会計
一般会計

住宅新築資金等貸付事業特別会計

将来負担比率 
区分 左の内訳

分
母

実質公債費比率 （A)  ／ （B) × １００

農業共済事業会計

一般会計等の実質収支額（A）

決算額（単位:千円、％）

単位:％区分

標準財政規模（B)
実質赤字比率（A）／（B）×１００

連結実質赤字比率

※黒字の場合は、比率を「－」としている。

実質公債費比率（３ヶ年平均）

健全化判断比率の状況
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